
改正育・介法等オンライン説明会
第2部 改正法施行までの対応ポイントについて

愛知労働局 雇用環境・均等部 指導課



Ⅰ．育児関係
＜令和７年４月１日施行＞



小学校3年生修了時まで、子供の行事等に対しても利用できるようになります

小学校就学前まで請求できるようになります

Ⅰ．育児関係
〈令和7年4月1日施行〉

１．子の看護休暇 就業規則の見直し

２．所定外労働の制限 就業規則の見直し

3歳未満の子を養育する労働者の働き方として、事業主に措置を講ずるよう
努力義務化されます。また、育児短時間勤務制度の代替措置に追加されます。

３．テレワーク
選択をする場合、

就業規則の見直しが必要



第〇条 看護等休暇

１ 小学校就学の始期に達するまでの子を養育する従業員（日雇い従業員を除く）は、負傷し、又は疾
病にかかった当該子の世話をするために、就業規則第〇条に規定する年次有給休暇とは別に、当該子
が１人の場合は１年間につき５日、２人以上の場合は１年間につき１０日を限度として、子の看護等
休暇を取得することができる。子の場合の１年間とは、４月１日から翌年３月３１日までの期間とす
る。

一 負傷し、または疾病にかかった子の世話
二 当該子に予防接種や健康診断を受けさせること
三 感染症に伴う学級閉鎖等になった子の世話
四 当該子の入園（入学）式、卒園式への参加

２ 子の看護等休暇は、時間単位で始業時刻から連続又は終業時刻まで連続して取得することができる。

≪法に基づき労使協定の締結により除外可能なものを除外する場合の例≫
…ただし、労使協定により除外された次の従業員からの申し出は拒むことができる。

一 入社6か月未満の従業員

二 1週間の所定労働日数が2日以下の従業員

次に定める当該子の世話等の

廃止

小学校3年生修了まで

Ⅰ-１

子の看護等休暇



小学校3年生修了時まで、子供の行事等に対しても利用できるようになります

小学校就学前まで請求できるようになります

Ⅰ．育児関係
〈令和7年4月1日施行〉

１．子の看護休暇 就業規則の見直し

２．所定外労働の制限 就業規則の見直し

3歳未満の子を養育する労働者の働き方として、事業主に措置を講ずるよう
努力義務化されます。また、育児短時間勤務制度の代替措置に追加されます。

３．テレワーク
選択をする場合、

就業規則の見直しが必要



第〇条 所定外労働の制限

１ ３歳に満たない子を養育する従業員（日雇従業員を除く）が当該子を養育する
ために請求した場合には、事業の正常な運営に支障がある場合を除き、所定労働
時間を超えて労働をさせることはない。

２ 請求をしようとする者は、1回につき1か月以上1年以内の期間について、制限
を開始しようとする日及び制限を終了しようとする日を明らかにして、原則とし
て、制限開始予定日の1か月前までに、育児・介護のための所定労働制限請求書
を人事担当者に提出するものとする。

≪法に基づき労使協定の締結により除外可能なものを除外する場合の例≫

３ １にかかわらず、労使協定によって除外された次の従業員が所定外労働の制限
の請求は拒むことができる。
一 入社１年未満の従業員
二 １週間の所定労働日数が２日以下の従業員

小学校就学の始期に達するまでの子

Ⅰ-２

所定外労働の制限



小学校3年生修了時まで、子供の行事等に対しても利用できるようになります

小学校就学前まで請求できるようになります

Ⅰ．育児関係
〈令和7年4月1日施行〉

１．子の看護休暇 就業規則の見直し

２．所定外労働の制限 就業規則の見直し

3歳未満の子を養育する労働者の働き方として、事業主に措置を講ずるよう
努力義務化されます。また、育児短時間勤務制度の代替措置に追加されます。

３．テレワーク
選択をする場合、

就業規則の見直しが必要



第〇条 テレワークの措置

１ 3歳未満の子を養育する従業員は、申し出ることにより、テレワークの措置を受けること
ができる。

２ テレワークの措置内容及び申出については、次のとおりとする。
一 対象従業員は、本人の希望により、テレワークを行うことができる。
二 テレワークは、時間単位で始業時刻から連続又は終業時刻まで連続して実施することが
できるものとする。

三 テレワークの実施場所は、従業員の自宅、その他自宅に準じる場所（会社の認めた場所
に限る。）とする。

四 テレワークを行うものは、原則として勤務予定の２営業日前までに、テレワーク申出書
により所属長に申し出なければならない。

３ 本措置の適用を受ける間の給与及び賞与については、通常の勤務をしているものとし、減
額しない。

４ 定期昇給及び退職金の査定にあたっては、本規定の適用を受ける機関は通常の勤務をして
いるものとみなす。

努力義務
Ⅰ-２

テレワーク
～3歳未満の子を養育する労働者対象～



Ⅰ-２

テレワーク
～育短制度の代替措置の例～

テレワークを
代替措置として講ずるケース

１ ３歳に満たない子を養育する従業員は、申し出ることにより、就業規則第○条の所定労働時間について、以下のよう
に変更することができる。
所定労働時間を午前９時から午後４時まで（うち休憩時間は、午前12時から午後１時までの１時間とする。）の６時
間とする（１歳に満たない子を育てる女性従業員は更に別途30 分ずつ２回の育児時間を請求することができる。）。

～省略～

《法に基づき労使協定の締結により除外可能な者を除外する例》

２ １にかかわらず、次のいずれかに該当する従業員からの育児短時間勤務の申出は拒むことができる。
一 日雇従業員
二 １日の所定労働時間が６時間以下の従業員
三 労使協定によって除外された次の従業員

（ア）入社１年未満の従業員
（イ）１週間の所定労働日数が２日以下の従業員
（ウ）業務の性質又は業務の実施体制に照らして所定労働時間の短縮措置を講ずることが困難と認められる業務として
次に定める業務に従事する従業員（ⅰ〇〇〇業務、ⅱ〇〇〇業務、ⅲ…）

３ ２の三（ウ）により、3歳未満の子を養育する従業員のうち、育児短時間勤務が困難な業務に従事する者は、代替措置
としてテレワークの利用を可能とする。



Ⅱ．育児関係
＜令和７年10月１日施行＞



3歳から小学校就学前までの子を養育する労働者に対し、事業主は職場のニーズを把握した
上で、両立支援制度等の中から２つ以上の措置を講ずることが義務付けられます

①労働者が妊娠・出産を申し出た時、②子供が3歳になる前の両方の時期に、事業主は制度
の「個別周知」と制度利用の「意向確認」、仕事と育児の両立について「個別意向聴取」と
「意向への配慮」を行うことが義務付けられます

今回は、柔軟な働き方を実現するための措置
の内容について説明するよ！

１．柔軟な働き方を実現するための措置 就業規則の見直し

２．意向聴取・配慮 義務

Ⅱ．育児関係
〈令和7年10月1日施行〉



【5つの措置の中から、①始業・終業時刻の繰上げ・繰下げ及び②テレワークの措置を講じた例】

第〇条
１ ３歳から小学校就学の始期に達するまでの子を養育する従業員（対象従業員）は、柔軟な働き方を
実現するために申し出ることにより、次のいずれかの措置を選択して受けることができる。
一 始業・終業時刻の繰上げ・繰下げ
二 テレワーク

２ １にかかわらず、日雇従業員からの申出は拒むことができる。
３ １の一に定める始業・終業時刻の繰上げ・繰下げの措置内容及び申出については、次のとおりとす
る。
一 対象従業員は、申し出ることにより、就業規則第〇条の始業及び終業の時刻について、以下のよ
うに変更することができる。
・通常勤務 ＝午前8時30分始業、午後5時30分終業
・時差出勤Ａ＝午後8時始業、午後5時終業
・時差出勤Ｂ＝午後9時始業、午後6時終業
・時差出勤Ｃ＝午前10時始業、午後7時終業

二 申出をしようとする者は、1回につき1年以内の期間について、制度の適用を開始しようとする日
及び終了しようとする日並びに時差出勤Ａから時差出勤Ｃのいずれに変更するかを明らかにして、
原則として適用開始予定日の1か月前までに、育児時差出勤申出書により人事担当者に申し出な
ければならない。

～規定例～
柔軟な働き方

Ⅱ－１

～規定例～

１日の所定労働時間を変更することなく働ける措置
時短ではない



【5つの措置の中から、①始業・終業時刻の繰上げ・繰下げ及び②テレワークの措置を講じた例】

（続き）
４ １の二に定めるテレワークの措置内容及び申出については、次のとおりとする。
一 対象従業員は、本人の希望により、１月につき10日を限度としてテレワークを行うことができる。
二 テレワークは、時間単位で始業時刻から連続又は終業時刻まで連続して実施することができるも

のとする。
三 テレワークの実施場所は、従業員の自宅、その他に準じる場所（会社の認めた場所に限る。）と

する。
四 テレワークを行う者は、原則として勤務予定の2日前までに、テレワーク申出書により所属長に

申し出なければならない。

（法に基づき労使協定の締結により除外可能な者を除外する場合）
２ １にかかわらず、次のいずれかに該当する従業員からの申出を拒むことができる。
一 日雇い従業員
二 労使協定によって除外された次の従業員
（ア）入社1年未満の従業員
（イ）1週間の所定労働日数が2日以下の従業員

柔軟な働き方

Ⅱ－１

～規定例～



柔軟な働き方

Ⅱ－１

～個別周知と意向確認～



3歳から小学校就学前までの子を養育する労働者に対し、事業主は職場のニーズを把握した
上で、両立支援制度等の中から２つ以上の措置を講ずることが義務付けられます

①労働者が妊娠・出産を申し出た時、②子供が3歳になる前の両方の時期に、事業主は制度
の「個別周知」と制度利用の「意向確認」、仕事と育児の両立について「個別意向聴取」と
「意向への配慮」を行うことが義務付けられます

今回は、柔軟な働き方を実現するための措置
の内容について説明するよ！

１．柔軟な働き方を実現するための措置 就業規則の見直し

２．意向聴取・配慮 義務

Ⅱ．育児関係
〈令和7年10月1日施行〉



意向聴取・配慮

Ⅱ－１

労働者が妊娠・出産を申し出たときも！



意向聴取・配慮

Ⅱ－１

子が３歳になるまでの適切な時期に！



Ⅲ．介護関係
〈令和7年4月1日施行〉



介護に直面した旨を申し出た労働者に対し、事業主は介護休業制度等の
内容や申出先等の個別周知と制度利用の意向確認を行うことが必要です

介護に直面する前の早い段階（40歳等）で、事業主は、対象となる労働
者に対し、介護休業制度等の情報提供を行うことが必要です

介護期の労働者の働き方として、事業主に措置を講ずるよう努力
義務化されます

介護休業等の申出が円滑に行われるようにするため、事業主は研修の
実施や相談窓口の設置等の雇用環境整備措置を講ずる必要があります

勤続6か月未満の労働者も利用できるようになります

１．個別周知
意向確認

義務

義務２．情報提供

３．雇用環境の整備 義務

４．テレワーク
努力義務

就業規則の見直し

５．介護休暇
特定の場合に

就業規則等の見直し

Ⅲ．介護関係
〈令和7年４月1日施行〉



厚生労働省HPで公開され
ている規定例（簡易版）
を活用してね

Ⅲ-１

個別周知・意向確認



介護に直面した旨を申し出た労働者に対し、事業主は介護休業制度等の
内容や申出先等の個別周知と制度利用の意向確認を行うことが必要です

介護に直面する前の早い段階（40歳等）で、事業主は、対象となる労働
者に対し、介護休業制度等の情報提供を行うことが必要です

介護期の労働者の働き方として、事業主に措置を講ずるよう努力
義務化されます

介護休業等の申出が円滑に行われるようにするため、事業主は研修の
実施や相談窓口の設置等の雇用環境整備措置を講ずる必要があります

勤続6か月未満の労働者も利用できるようになります

１．個別周知
意向確認

義務

義務２．情報提供

３．雇用環境の整備 義務

４．テレワーク
努力義務

就業規則の見直し

５．介護休暇
特定の場合に

就業規則等の見直し

Ⅲ．介護関係
〈令和7年４月1日施行〉



情報提供用の様式例だ
よ
厚生労働省の規定例で

紹介しているよ

Ⅲ-２

情報提供



介護保険制度の説明資料について

配布が可能なリーフ
レットも、厚生労働省
HPに掲載しているから、
ぜひ活用してほしいよ

Ⅲ-２

情報提供



介護に直面した旨を申し出た労働者に対し、事業主は介護休業制度等の
内容や申出先等の個別周知と制度利用の意向確認を行うことが必要です

介護に直面する前の早い段階（40歳等）で、事業主は、対象となる労働
者に対し、介護休業制度等の情報提供を行うことが必要です

介護期の労働者の働き方として、事業主に措置を講ずるよう努力
義務化されます

介護休業等の申出が円滑に行われるようにするため、事業主は研修の
実施や相談窓口の設置等の雇用環境整備措置を講ずる必要があります

勤続6か月未満の労働者も利用できるようになります

１．個別周知
意向確認

義務

義務２．情報提供

３．雇用環境の整備 義務

４．テレワーク
努力義務

就業規則の見直し

５．介護休暇
特定の場合に

就業規則等の見直し

Ⅲ．介護関係
〈令和7年４月1日施行〉



様式は、介護のための「雇用環
境整備措置」のうち、休業や制
度等の取得促進に関する方針の
周知を行うときの例だよ
厚生労働省の規定例で紹介し

ているよ

介護と仕事の
両立支援制度
を説明します

収集した事例の
提供（社内回覧等）

相談窓口

Ⅲ-３

雇用環境の整備



介護に直面した旨を申し出た労働者に対し、事業主は介護休業制度等の
内容や申出先等の個別周知と制度利用の意向確認を行うことが必要です

介護に直面する前の早い段階（40歳等）で、事業主は、対象となる労働
者に対し、介護休業制度等の情報提供を行うことが必要です

介護期の労働者の働き方として、事業主に措置を講ずるよう努力
義務化されます

介護休業等の申出が円滑に行われるようにするため、事業主は研修の
実施や相談窓口の設置等の雇用環境整備措置を講ずる必要があります

勤続6か月未満の労働者も利用できるようになります

１．個別周知
意向確認

義務

義務２．情報提供

３．雇用環境の整備 義務

４．テレワーク
努力義務

就業規則の見直し

５．介護休暇
特定の場合に

就業規則等の見直し

Ⅲ．介護関係
〈令和7年４月1日施行〉



第〇条 テレワークの措置

１ 要介護状態にある家族を介護する従業員は、申し出ることにより、テレワークの措置を受けることが
できる。

２ テレワークの措置内容及び申出については、次のとおりとする。
一 対象従業員は、本人の希望により、テレワークを行うことができる。
二 テレワークは、時間単位で始業時刻から連続又は終業時刻まで連続して実施することができるもの
とする。

三 テレワークの実施場所は、従業員の自宅、その他自宅に準じる場所（会社の認めた場所に限る。）
とする。

四 テレワークを行うものは、原則として勤務予定の２営業日前までに、テレワーク申出書により所属
長に申し出なければならない。

３ 本措置の適用を受ける間の給与及び賞与については、通常の勤務をしているものとし、減額しない。

４ 定期昇給及び退職金の査定に当たっては、本措置の適用を受ける期間は通常の勤務をしているものと
みなす。

フルタイムで働く日を増やすことが可能
となることが期待されているよ

Ⅲ-４

テレワーク
介護期の働き方として導入の努力義務化



介護に直面した旨を申し出た労働者に対し、事業主は介護休業制度等の
内容や申出先等の個別周知と制度利用の意向確認を行うことが必要です

介護に直面する前の早い段階（40歳等）で、事業主は、対象となる労働
者に対し、介護休業制度等の情報提供を行うことが必要です

介護期の労働者の働き方として、事業主に措置を講ずるよう努力
義務化されます

介護休業等の申出が円滑に行われるようにするため、事業主は研修の
実施や相談窓口の設置等の雇用環境整備措置を講ずる必要があります

勤続6か月未満の労働者も利用できるようになります

１．個別周知
意向確認

義務

義務２．情報提供

３．雇用環境の整備 義務

４．テレワーク
努力義務

就業規則の見直し

５．介護休暇
特定の場合に

就業規則等の見直し

Ⅲ．介護関係
〈令和7年４月1日施行〉



第〇条 介護休暇

１ 要介護状態にある家族の介護その他の世話をする従業員（日雇従業員を除
く） は、就業規則第○条に規定する年次有給休暇とは別に、対象家族が１人
の場合は１年間につき５日、２人以上の場合は１年間につき10日を限度として、
介護休暇 を取得することができる。この場合の１年間とは、４月１日 から翌
年３月31日までの期間とする。

２ 介護休暇は、時間単位で始業時刻から連続又は終業時刻まで連続して取得す
ることができる。

ただし、労使協定により除外された、次の従業員からの申し出は拒むことがで
きる。

一 入社６ヵ月未満の従業員
二 １週間の所定労働日数が２日以下の従業員

≪法に基づき労使協定の締結により除外可能な者を除外する場合≫

令和３年６月改正法対応版の
簡易版規定例と比較した、規
定の見直しポイントを紹介す
るよ！

廃止

Ⅲ-５

介護休暇
～対象の拡大～



愛知労働局ホームページのご案内

＼改正法についての情報はこちら！／

愛知労働局ホームページでは、改正育児・介護休業法及び
次世代育成支援対策推進法の特設ページを開設しています。

・施行スケジュール
・改正のポイント
・改正に関するＱ＆Ａ
・規則の規定例
などを掲載しておりますので、ぜひご活用ください。

＼ＨＰへはこちらから！／


	スライド 1:   改正育・介法等オンライン説明会 第2部　改正法施行までの対応ポイントについて
	スライド 2
	スライド 3
	スライド 4
	スライド 5
	スライド 6
	スライド 7
	スライド 8
	スライド 9
	スライド 10
	スライド 11
	スライド 12
	スライド 13
	スライド 14
	スライド 15
	スライド 16
	スライド 17
	スライド 18
	スライド 19
	スライド 20
	スライド 21
	スライド 22
	スライド 23
	スライド 24
	スライド 25
	スライド 26
	スライド 27
	スライド 28
	スライド 29
	スライド 30

